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総合特区に関する制度要望（提案）

平素から府政の推進に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

現在、国の新成長戦略の中でも位置づけられておりますように、わが国経済の国際競争力を高め、成長を実現するためには、大都市圏の再生を図り、日本全体の成長エンジンとしての役割を発揮させるようにすることが不可欠であります。

現在、検討が進められております総合特区（国際戦略総合特区及び
地域活性化総合特区）の制度設計にあたっては、従来の枠組みを超えた大胆な制度を導入し、大阪・関西が有するポテンシャルを十二分に活用・発揮できるよう、下記の点について、強く要望いたします。

記
1．  国際戦略総合特区について、拠点とエリアの２層制を導
入するとともに、アジア標準を踏まえた大胆な優遇税制を創設すること
アジアの特区では数百平方キロを超える大規模な特区が標準となっている。こういったことも踏まえ、法人税等の大幅な軽減などを集中的、短期的に講じ、一気にコア機能の立地・集積を図る「拠点」と、拠点間の連坦
した地域で規制緩和や優遇措置を講ずる「エリア」の２層制を導入すること。
また、関西において特に世界的なシェアを有する環境・新エネルギー分野、バイオ・医療分野における先端産業の集積を一気に実現し、国際的な拠点を形成するため、税負担が実質的にゼロとなるような、アジア標準を踏まえた大胆な優遇税制を導入すること。なお、優遇措置の運用にあたって、活用しにくい要件とならないように留意すること。

2．  地域活性化総合特区について、地域が実情に応じて主体 
性を発揮できる規制緩和・権限移譲と税制措置の充実を図ること
地域の創意工夫が活かせ、地域の実情に応じてきめ細かく対応できるよう、規制緩和について、権限の移譲や条例による上書き権を認めること。
あわせて、地域の活性化に資する民間活動を促進させるため税制面からの
支援を充実させること。
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